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愛媛銀行
頭取　西川　義教

新春ごあいさつ

　明けましておめでとうございます。
　2023年を迎えるにあたり、謹んで御挨
拶申し上げます。
　昨年を振り返りますと、長引くコロナ
禍に加え、急速な円安進行や物価高騰等
により、経済活動はもとより、社会生活
全般における環境の変化は、想定を大き
く超えた１年であったと思います。
　その要因のひとつに、ロシアのウクライ
ナ侵攻による影響があげられます。北京
五輪が閉幕した途端に侵攻が始まり、エ
ネルギー関連の資源価格は高騰しました。
　また、欧米主要国の政策金利引き上げ
は急速な円安を呼び、国内物価の値上げ
ラッシュにつながりました。景気の下押
し要因として、今後、注視する必要があ
ります。
　他方、ウィズ・コロナは着実に定着し
つつあり、人や物の移動制限を解除する
動きは広がっています。加えて、デジタ
ル化の進展や、サステナビリティへの取
組みは活発化しており、新たな社会経済
を創造する動きは、加速しています。ま
さに、「リスク」と「機会（チャンス）」
が混在している状況です。
　このように、先行きが不透明な時代の
なかで、行動を変容させながら、チャンス
をつかむには、政府の景気浮揚対策を後
押しに、「地域課題の解決」という共通
のゴールに向かって県内の各企業が協働
し、地域価値を共創することが重要です。

　愛媛県内の地場産業の多くは、大きな
環境変化のなかでも底力を発揮し、地域
経済への影響も最小限に抑えられていま
す。多様な考え方や知見を地域に取り込
み、柔軟な発想でイノベーションを次々
と生み出すことが、景気回復の鍵となる
と確信しております。
　当行では、新たな取組みとして積極的
に展開してきた「多様な業種業態との連
携」や「グループ事業領域の拡大」を活
性化させています。
　昨年の一例ですが、地域のDX推進を
目的に愛媛CATV様と、さらに県内の医
業承継における課題解決を目的に、愛媛
県医師会様とそれぞれ連携協定を締結し
ました。また、当行グループ会社である
「株式会社西瀬戸マリンパートナーズ」
を中心に、大規模な海事産業交流会を今
治で開催し、有意義な情報交流と情報発
信の機会を創出しました。サステナビリ
ティの分野も、当行の取組みが評価され、
消費者志向経営の優良企業として消費者
庁長官賞を受賞しました。今年は県内一
次産業への新たな支援策を自治体と連携
し、創出する予定です。卯年にふさわし
く、地域経済に、弾みがつく１年となる
よう、今年もしっかりと取り組んでまい
ります。
　結びになりますが、本年が、皆さまに
とって良き年となりますよう祈念申し上
げ挨拶といたします。
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－特集「地域経済予測2023」－

2022年の振り返りと2023年への期待

愛媛銀行　ひめぎん情報センター

　謹んで新年のお慶びを申し上げます。
本年も宜しくお願い致します。
　昨年の経済・社会活動を振り返ってみ
ると、激動かつ歴史的な一年でした。ス
ポーツの世界では、エンゼルスの大谷翔
平選手が、104年ぶりに同一シーズン２
桁勝利、２桁本塁打を達成しました。国
内においても、ロッテの佐々木朗希選手
が史上最年少で完全試合を達成し、これ
らの歴史的な快挙に大いに沸いた一年と
なりました。一方、経済に目を向けると、
円安、高インフレなど、こちらも記録づ
くしの一年となりました。新型コロナウ
イルス感染症の影響が続く中、経済環境
の大きな変化にも翻弄され、厳しい一年
を過ごされた方もいらっしゃるのではな
いでしょうか。
　今号では、特集として2023年の地域経
済の見通しをお届けします。まずは、本
稿にて2022年の国内外や愛媛県内の主な
動きを振り返るとともに、次稿以降では、
地域経済の見通しや企業の皆さまの感
触・温度感について探ってみたいと思い
ます。なお、本誌の発刊にあたり、株式
会社日本政策投資銀行松山事務所 田中
所長、ならびに、愛媛大学社会共創学部 
曽我教授には、地域経済予測というテー
マでご寄稿いただきました。お忙しい中、
原稿依頼を快くお引き受けいただき誠に
ありがとうございました。この場をお借
りして厚く御礼申し上げます。

2022年の主な動きの
振り返り

　まず、海外に目を向けると、２月にロ
シアによるウクライナへの軍事侵攻が勃
発しました。この軍事侵攻を受け、世界
のマーケットは大混乱に陥りました。世
界の金融安定性へのリスクが上昇し、株
式相場などが乱高下しました。比較でき
る事例も乏しく、予測も困難を極めたた
め、不確実性が一段と高まった一年だっ
たと言えるのではないでしょうか。
　加えて、ロシアは、石油、石炭、天然
ガスといったエネルギー資源に恵まれた
国であり、ウクライナも鉱物資源に富ん
でいるほか、世界有数の穀倉地帯であり
ます。この軍事侵攻により、エネルギー
資源や食糧の安定供給に支障をきたすこ
ととなり、生産への影響やモノ不足・値
上がりが起こりました。
　日本国内に目を向けると、国内の石油
製品価格が13年ぶりの高値水準となりま
した。ロシアの軍事侵攻による世界的な
エネルギー危機に加え、コロナ禍からの
世界経済の正常化を見据えた原油の需要
増などの要因も重なり、需給バランスが
崩れたからです。ガソリン価格を抑える
ためには、政府による石油元売り各社へ
の補助金支給の引き上げ・延長などの対
応が行われました。
　また、昨年はかつてないほど円安が進
んだ年でもありました。急激に進みすぎ
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た円安は、日本経済にとってマイナスの
面も大きく、物価上昇などの形で企業や
家計を苦しめました。円安は物価上昇の
要因の一つでもあります。エネルギーや
原材料の価格高騰もあり、昨年はモノや
サービスなどの値上げが相次ぎました。
急激に進む円安を阻止するために、政府・
日銀による約24年ぶりの円買いドル売り
の為替介入も実施されました。2022年は、
世界的なエネルギー・資源価格の高騰と
歴史的な円安に見舞われた年と言えるの
ではないでしょうか。
　こうした市況の変化を受け、県内経済
においても、家計や企業への物価高騰の
影響が心配されました。例えば、家計に
影響する物価の変動を捉えた指標である
消費者物価指数（松山市）は、年初から
上昇傾向にありました。９月には生鮮食
品を除く総合指数が前年の同じ月を
2.8％上回り、102.2となりましたが、こ
れはおよそ８年ぶりに高い上昇率でし
た。県内企業においても、物価高騰に苦
しむ声が多く聞かれました。当センター
が実施したアンケート調査では、仕入れ
費用が「前年と比べて増えている」、「今
後も増える見通し」といった意見が多
かった一方で、価格転嫁は「十分に進ん
でいない」といった結果が得られました
（アンケート結果の詳細については、
P.11〜をご参照ください）。個人消費の
圧迫や企業の事業計画などへの影響が懸
念されました。

2023年への期待

　国内外で大きな混乱が見られた一年で
したが、暗いニュースばかりではありま
せん。少しずつではありますが、明るい
兆しも見え始めた一年だったと思いま
す。コロナ禍の影響は未だ予断を許さな

い状況にはありますが、行動制限や人数
制限の緩和など、経済・社会活動の立て
直しに向けた動きが見られました。一昨
年までは自粛要請により、多くの年中行
事・季節のイベントの開催が見送られて
きましたが、昨年は全国各地で多くのイ
ベントやお祭りなどが開催されました。
愛媛県内においても夏祭り・秋祭りなど
が開催され、今年は３年ぶりに愛媛マラ
ソンも開催される予定です。また、外国
人旅行者の入国制限が緩和されたこと
で、インバウンドの需要も戻りつつあり
ます。さらに、歴史的な円安の追い風も
あり、インバウンド消費回復への期待が
高まります。愛媛県内においても、中村
知事による海外へのトップセールスや松
山−ベトナムチャーター便の就航など、
コロナ後を見据えた海外との動きが再開
しつつあります。加えて、現在、県都・
松山市では、市街地活性化に向けた再開
発等の動きが進んでいます。JR松山駅
の高架化と駅前周辺の再開発、松山市駅
前広場の再開発、さらには、市内中心商
店街における再開発など、数年後には着
工・完成見通しの開発が集中しています。
今後、松山がどう生まれ変わっていくの
か、再開発による松山市内、ひいては愛
媛県内への経済効果や地域活性化などに
も期待したいところです。
　今年はどのような一年になるのでしょ
うか。2023年が希望に満ちた明るい年に
なりますよう祈念いたします。

32023.新春　ひめぎん情報



－特集「地域経済予測2023」－

2022年　主な経済・時事ニュース

2022年 国内の主な
ニュース

海外の主な
ニュース

愛媛の主な
ニュース

１月 ⃝新型コロナ、まん延防止34都道府県に適用
⃝政府、ガソリン価格の高騰抑制策発動

⃝トンガで海底火山噴火、津波発生
⃝西アフリカ・ブルキナファソでクーデター

⃝西条市内の養鶏場にて鳥インフルエンザ発生

２月 ⃝新型コロナ国内感染、累計500万人超える ⃝北京冬季オリンピック開幕、日本勢は最多
のメダル18個を獲得

⃝カナダ、緊急事態法を初めて発動、コロナ
対策抗議デモに対応

⃝ロシア、ウクライナに軍事侵攻

⃝西条市内のビール工場、23年１月末操業終了へ
⃝大三島に一般用医薬品を扱うコンビニが誕生、 全

国の離島で初

３月 ⃝新型コロナ、まん延防止が全面解除
⃝電力需給逼迫警報が発令
⃝東京マラソン開催、２年ぶり

⃝北京冬季パラリンピック開幕、日本勢はメ
ダル７個を獲得

⃝韓国次期大統領に尹錫悦氏、５年ぶり保守
政権に

⃝トルコでウクライナ停戦交渉

⃝県内企業の技術をインドネシアにPR、知事がトッ
プセールス

⃝県内公示地価、30年連続下落
⃝愛媛の魚類養殖生産量、43年連続日本一、2020年
⃝愛媛大「地域協働センター中予」を開所
⃝松山―仙台線、運航終了

４月 ⃝東証の市場再編、プライムなど３市場が始
動、大規模な市場区分再編は約60年ぶり

⃝円急落、一時131円台、20年ぶり
⃝政府、物価高騰への総合緊急対策を決定

⃝仏大統領選、マクロン氏再選 ⃝愛媛大「地域協働センター中予東温」を開所
⃝県営業本部の成約額、過去最高225億4,093万円、

21年度
⃝えひめ南予きずな博開催（2022年４月24日～12

月25日）

５月 ⃝国内の新型コロナ死者数、累計で３万人を
超える

⃝４月の消費者物価、７年１カ月ぶりに上昇
率２％超

⃝スウェーデンとフィンランド、NATO加盟
申請

⃝バイデン米大統領が来日、2013年以来、
大統領としては初めて

⃝クアッド首脳会議開催、中国を視野に日米
豪印が連携確認

⃝温州ミカン収穫量２年ぶり２位、21年県産、前年
比13.6％増

⃝愛媛の真珠生産量、全国２位に転落、21年度

６月 ⃝新型コロナ国内の感染者数、累計で900万
人を超える

⃝25都道府県140選挙区で変更、衆院10増
10減を勧告

⃝電力逼迫で初の注意報発令

⃝NATO首脳会議、北欧２カ国の加盟で合意 ⃝八幡浜市営魚市場の取扱金額７年ぶり増加、21年
度

⃝県産真珠16年連続１位、前年度比28.1％増

７月 ⃝大規模通信障害の発生～社会インフラに深
刻な影響

⃝安倍元首相、銃撃され死亡
⃝参院選、自民63改選過半数
⃝新型コロナ国内の新規感染者、初の20万人

超え

⃝ジョンソン英首相が辞意表明 ⃝22年路線価、県内宅地1.1％マイナス
⃝河内晩かん、欧州へ初輸出
⃝愛媛ベトナム交流協会が設立
⃝県教委が学校振興計画案を公表、県立の16高校が

統合・改編対象に

８月 ⃝最低賃金、過去最大の31円引き上げ
⃝日本人の総人口13年連続の減少、東京圏の

人口減少は初めて
⃝第２次岸田改造内閣が発足
⃝岸田首相、次世代型原発の建設を検討
⃝新型コロナ国内の新規感染者25万人超、過

去最多を更新

⃝中国軍の弾道ミサイルが初めて日本のEEZ
内に落下

⃝米下院議長、25年ぶり台湾訪問
⃝ウクライナ侵攻、半年経過

⃝県産キウイ 35年連続日本一から転落、全国２位
に

⃝ベトナム経済交流ミッション、知事や経済団体、
企業の関係者ら約90人がベトナムを訪問

⃝印総領事が県庁訪問、経済・文化交流で懇談
⃝松山空港の21年度利用者数48.４%増、緊急宣言

の解除後、国内線が回復

９月 ⃝円140円台に下落、24年ぶり円安水準更新
～政府・日銀が円買い介入

⃝西九州新幹線が開業
⃝安倍氏国葬、約4,200人が参列
⃝新型コロナ、水際対策の緩和・感染者の全

数把握簡略化

⃝英与党党首選、トラス氏勝利
⃝エリザベス英女王国葬
⃝伊総選挙、極右党首が初の女性首相に

⃝県内地価30年連続下落
⃝大洲市、「世界の持続可能な観光地」トップ100に

選出

10月 ⃝９月の消費者物価3.0％上昇、31年ぶり
３％台

⃝臨時国会、「経済の再生が最優先課題」～
岸田首相が所信表明演説

⃝政府、新型コロナ水際対策を大幅に緩和、
入国上限撤廃、個人旅行も解禁

⃝観光需要の喚起策「全国旅行支援」開始
⃝保険証、2024年秋にマイナカードへ一体

化～政府発表
⃝円相場、一時１ドル150円台～約32年ぶり

の円安水準

⃝トラス英首相、辞任を表明、就任から45日
⃝中国、習近平国家主席をトップとする３期

目の最高指導部が発足
⃝英、スナク新首相就任～初のアジア系、42

歳５か月は英首相で20世紀以降最年少
⃝韓国ソウルで雑踏事故、150人超死亡～ハ

ロウィーン祝う群衆殺到

⃝22年産水稲、県内「良」
⃝四国新幹線実現へ、松山でシンポジウム開催
⃝比在阪総領事が県庁訪問、経済協力や観光交流で

懇談
⃝「サイクリングしまなみ」4年ぶり開催、約6,400

人が疾走

11月 ⃝消費者物価3.6%上昇、40年8か月ぶりの
伸び率～円安で食料、エネルギーの値上げ
拍車

⃝閣僚辞任相次ぐ岸田内閣
⃝厚労省、国産のコロナ飲み薬を緊急承認
⃝各地の盆踊りなど「風流踊」、 ユネスコ無形

文化遺産に登録決定

⃝日韓首脳会談、3年ぶり対面で開催～対北
朝鮮で連携

⃝G20サミット、首脳宣言採択～ロシアを非難
⃝日中首脳会談、3年ぶり対面で開催～関係再

構築探る
⃝APEC首脳会議、首脳宣言採択～ロシアを

非難
⃝トランプ前大統領、2024年の大統領選へ

の出馬を正式表明
⃝サッカーＷ杯、カタールで開幕
⃝中国の江沢民元国家主席が死去、96歳

⃝愛媛労働局、県特定（産業別）最低賃金を6～32
円引き上げると発表

⃝愛媛経済研究会、50周年で祝賀会
⃝愛媛県知事選、現職の中村時広氏が４選
⃝県内初のLNG火力発電所が運転開始、新居浜市内

12月 — — —

 ※執筆（12月2日）時点のニュース一覧です
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－特集「地域経済予測2023」－

経済指標から振り返る2022年愛媛県経済

経済概況
「一部で弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。」
【前回との比較】　 ➡
 出所：愛媛県

主要経済指標
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生　産
鉱工業生産指数（季節調整値）
96.1【愛媛県 2022年９月】　

雇　用
有効求人倍率（季節調整値）
1.49倍【愛媛県 2022年10月】　

物　価
消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）
102.3【愛媛県 2022年10月】　

投資①
公共工事
101.3億円【愛媛県 2022年10月】　

消費①
大型小売店売上高
161.6億円【愛媛県 2022年９月】　

企業倒産①
倒産件数
３件【愛媛県 2022年10月】　

投資②
新設住宅着工戸数
630戸【愛媛県 2022年10月】　

消費②
乗用車新車販売台数
1,727台（登録車）　1,318台（軽自動車）
【愛媛県 2022年10月】　

企業倒産②
負債総額
3.5億円　【愛媛県 2022年10月】　

（2022年11月30日時点）

（出所：愛媛県）

（2015年＝100）

（出所：厚生労働省）

（2020年＝100）

（出所：総務省統計局）

（出所：西日本建設業保証㈱） （出所：四国経済産業局）

（出所：㈱東京商工リサーチ） （出所：㈱東京商工リサーチ）

（出所：国土交通省）

（出所：四国経済産業局）

登録車
軽自動車
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株式会社日本政策投資銀行　松山事務所
所長　田中　禎之

2023年
地域経済予測について

　あけましておめでとうございます。
2023年を迎えるにあたり、謹んでご挨拶
申し上げます。
　2022年は、長引く新型コロナの影響に
より、サービス業においては、飲食・宿
泊業を中心に活動制限により本格的な回
復には至らず、製造業においても、中国
でのロックダウンによる原材料の供給制
約により生産抑制を余儀なくされまし
た。加えて、ロシアによるウクライナ侵
攻、資源価格の高騰、世界的なインフレ
進展、各国中央銀行の利上げによる円安
もあり、非常に厳しい経営環境が続いた
一年でした。しかしながら、行政、医療
機関、企業、県民の方々の真摯な取組み
と協力によって、この困難を乗り越えて、
振り返ると一層強くなったとの実感も
残っているのではないでしょうか。まず
は、皆様のそうした一年間の取組みに対
して、改めて敬意と感謝の意を表したい
と思います。
　さて、2023年ですが、IMF（国際通貨
基金）の見通しによると※１、世界の成長率
は2021年6.0 ％ →2022年3.2 ％ →2023年
2.7％、インフレ率（消費者物価、以下同
じ。）は2021年4.7％→2022年8.8％→2023

年6.5％となっています。インフレ抑制
に向けた金融の引き締め、中国でのロッ
クダウン長期化、欧州エネルギー危機に
よって、世界の成長率は低下し、インフ
レ率は頭打ちするものの引き続き高い水
準に留まる見込みです。「要するに、最
悪の事態はこれからだ」ということです。
　一方で、日本の成長率は2021年1.7％
→2022年1.7％→2023年1.6％、インフレ
率は2021年△0.2％→2022年2.0％→2023
年1.4％です。他の先進国と比べてみる
と、2023年の成長率はアメリカ1.0％、
ユーロ圏0.5％、インフレ率はアメリカ
6.4％、ユーロ圏8.8％ですので、日本は
悪くない状況といえます。エネルギー価
格・為替の急変動、コロナ変異株の流行、
ウクライナ危機の拡大、台湾を巡る米中
対立の先鋭化など、心配なことは多く、
備えも必要ですが、過度に悲観的になる
必要はないということだと思います。
　愛媛県の経済見通しはどうでしょう
か。2022年10月からの全国旅行支援もあ
り、道後をはじめ観光地は賑わいを取り
戻しつつあり、水際対策についても、入
国者数の上限撤廃、個人旅行の解禁など
緩和されました。インフレ率が抑えられ
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ていることに円安効果が加わり、外国人
にとって日本は買い物天国のような状況
であり、国際線の再開、外国人旅行客の
大幅な増加によって、飲食・宿泊、小売、
運輸などサービス業の回復が期待できま
す。製造業についても、内需は前年並み
の成長率、外需は円安効果が見込めます。
更に、2022年度の積極的な設備投資（㈱
日本政策投資銀行の調査によると、前年
比36.0％増を計画※２）により、生産能力
の向上・安定化も期待できます。一言で
いえば、2023年はwith／afterコロナと
して経済の回復が鮮明になる一年となる
のではないでしょうか。
　それゆえに、2023年は目先のことへの
心配を減らして、その分、地域の中長期
的な課題への取組みに目を向けてみては
如何でしょうか。一つ目は人口減少問題
です。愛媛県の人口は、現在の約130万
人から2060年には78万人へと減少し、特
に若者世代の減少率が大きいとの推計が
出ています※３。これが現実となれば、
景気どころの話ではなくなります。将来
世代の為に、行政だけではなく、企業側
もこれを喫緊の課題として、取り組む必
要があります。
　二つ目はエネルギー問題です。愛媛県
も2050年カーボンニュートラル（温室効
果ガスの排出量から、植林などによる吸
収量を差し引いて、合計をゼロにするこ
と）を宣言しています。愛媛県の二酸化

炭素排出量は、産業部門（工場等）の比
率が約６割と高い（全国平均は３割強）
のが特徴ですが※４、当該部門での排出
削減は一筋縄ではいきません。目標を達
成する為には、エネルギー会社や大企業
だけでなく、県民及び県内企業の皆様の
排出削減に向けた努力が必要です。
　三つ目はレジリエンスの強化です。レ
ジリエンスとは、回復力、弾性、しなや
かさなどを意味する言葉ですが、具体的
には、南海トラフ地震、台風・豪雨、新
型ウイルス蔓延など、事業への影響が大
きいリスクについて、被害を最小限に留
め、事業継続又は早期復旧を可能にする
ための備えを進めるということです。新
型コロナでも、備えがあったかどうかで、
企業の対応にも大きな差が出たことは記
憶に新しいかと思います。
　以上の三つの課題への取組みは、相互
に関連するものも多く、企業価値の向上
にも繋がります。例えば、工場・物流の
自動化・効率化は、労働力不足を補うだ
けでなく、エネルギー利用の効率化、人
の密を避ける取組みでもあります。又、
脱炭素経営に取組むことは、光熱費・燃
料費の低減に加え、優秀な人材を呼び込
み、資金調達を有利にする取組みでもあ
ります。これらの課題に取り組むことに
より、本年を通じて、皆様がより一層強
くなられることを期待しております。

※１． International Monetary Fund『World Economic Outlook 2022 Oct』
※２． ㈱日本政策投資銀行『2021・2022・2023年度　愛媛県設備投資計画調査』
※３． 愛媛県『2020年国勢調査等に基づく将来推計人口について』
※４． 愛媛県『県内の温室効果ガス排出状況（2019（令和元）年度）』
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愛媛大学　社会共創学部
教授　曽我　亘由

県内経済、2022年の総括と
2023年の展望について

　2022年の日本経済は、新型コロナウイ
ルスの影響、ウクライナ情勢の悪化、円
安の影響など多くの不安材料が存在し、
愛媛県の経済環境も大きな影響を受けま
した。
　2020年以降、新型コロナウイルスに
よって企業の売上や採算は大きな影響を
受けましたが、とりわけ2021年から2022
年にかけては原材料価格の上昇によっ
て、生産コストが増加し、企業の採算を
圧迫する要因となりました。市場経済に
おいて、財やサービスの価格は需要と供
給のバランスで決まり、価格が上昇する
要因は、「需要が増加する」、「供給が減
少する」のどちらかです。新型コロナウ
イルスの感染拡大によるロックダウンは、
企業の生産活動を一時的に停止させ、供
給を不安定な状況にしました。2021年後
半から2022年初旬にかけての東南アジア
のロックダウンは、機械部品、食料品を
はじめ多くの商品の物流をストップさ
せ、供給不足によって価格が上昇し、仕
入れ価格の高騰に繋がりました。
　次に、ウクライナ情勢です。エネルギー
価格の世界的な動向は、新型コロナウ 
イルスからの回復に伴う需要の増加から
2020年中旬以降上昇傾向にありましたが、
2022年２月24日のロシアによるウクライ
ナ侵攻によって、石油や天然ガスなどを

中心にその価格は高騰しました。これに
よって石油関連商品の価格や燃料費、輸
送費が上昇し、企業の採算を圧迫させる
要因となりました。また、ロシアはニッ
ケル鉱石の主要保有国であり、ウクライ
ナ情勢によって、これらの鉱石の供給量
が不安定化し、価格が高騰しました。ニッ
ケルの価格高騰は、それを材料とするス
テンレス価格、EVバッテリー価格の高
騰を引き起こし、愛媛県内でも関連企業
の採算圧迫、供給不足による完成品の遅
延、見積りを出せないといった状況が発
生しました。さらに、漁業への影響とし
て、ある県内企業では海産物の取引にお
いて、ロシアとの決済ができず、供給先
の変更、供給量を制限する状況が発生し
ました。
　最後に円安の問題です。昨今の円安は、
アメリカの金融引き締め政策に対し、日
本では金融緩和政策を継続していること
からもわかるように、日米の金融政策の
違いが背景にあります。日本の輸入品目
は石油、天然ガスといったエネルギー資
源が多く、円安によってもエネルギー価
格は高騰します。
　図１は、愛媛大学と愛媛県中小企業家
同友会が実施する県内中小企業を対象と
した景況調査について、2012年以降の集
計結果を表しています。日本経済は2012
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図１：売上高DI、採算DI、業況DIの推移

図2：経営上の問題点の推移（※3つまで回答）

年11月から景気の第16循環に入り、２回
の消費税増税を経験し、2018年10月に景
気の山、2020年５月に谷を迎えました。
2020年５月の谷は、新型コロナウイルス

の最初の影響となり、深い谷を経験しま
した。その後、感染拡大と縮小を繰り返
しながら全体的に業況は回復していきま
すが、その中身をみると、感染者数の増
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減によって経営環境が悪化した企業、感
染拡大が売上や採算に好影響を与えた企
業など様々です。2022年の県内経済を振
り返ると、全体的に業況は回復基調にあ
りましたが、新型コロナウイルス第７波
によって７−９月期は大きく悪化しまし
た。愛媛県では８月18日には新規陽性者
が3,516名確認され、第７波の影響が大
きかったことは記憶に新しいと思います。
　図２は、同景況調査のうち経営上の問
題点に関する調査項目の結果を示してい
ます。2013年ごろまでは長期的な物価の
下落傾向を背景に、「民間需要の停滞」
と「同業者相互の価格競争の激化」が主
要な問題点となっていました。その後、
県内経済では景気の回復を受け「従業員
の不足」が問題点となりました。
　図３は同調査で定期的に実施している
雇用環境に関する特別調査のうち、人手
の過不足に関する結果を示しています。
調査開始以降、一貫して県内の中小企業
は人手が不足している・やや不足してい
る割合が高い状況が続いており、県内の
中小企業は慢性的に従業員の不足に直面
しています。2012年以降、その割合はさ
らに増加し2014年から2019年にかけて、
深刻な状況が続きました。その結果、
2017年以降は図２が示すように「人件費

の増加」が経営上の問題点として挙がり、
企業の採算に大きな影響が出ました。
　そして、最近では「仕入単価の上昇」
を経営上の問題点として挙げる企業の割
合が多くなっています。過去の調査にお
いて、「仕入単価の上昇」が経営上の問
題点として顕在化した状況は２度ありま
した。一つは2008年に起こった原油価格
の高騰にともなう原材料価格の高騰、も
う一つは2013年の円安による輸入価格や
エネルギー価格の高騰による影響です。
いずれの時期も原材料費が上昇し、企業
の採算を圧迫する状況でしたが、今回の
仕入単価の上昇は、冒頭で述べた３つの
要因（新型コロナ、ウクライナ情勢、円
安）が複合的に合わさった結果であり、
過去２度の状況とは比較できないほど大
きな問題となっています。
　以上から総合的に考えると、県内経済
の状況は、新型コロナウイルスの状況に
よる状況の変化はあるものの、その対応
は進んでいると考えられます。むしろ、
原材料価格、仕入価格の高騰による採算
の悪化が懸念材料と考えられ、特に、円
安の状況が続く場合、その影響は2023年
に入ってから本格的に出ると考えられま
す。これに対応するためには、販売価格
への転嫁ができるかどうかがポイントに
なると思います。また、同時に製品の付
加価値を増大させることも重要です。県
内企業には、新型コロナの感染拡大を機
にICT化による業務効率化、業態や製品
の見直し、経営戦略を転換して回復を遂
げた企業も多くみられます。また、コロ
ナ前には戻れないことを前提に、ブラン
ディング化に取り組んでいる企業なども
あります。付加価値を作り自社の強みを
強化することもより重要になってくると
思います。

図３：人手の過不足感DIの推移
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【要約】

業況
⑴ 　2022年度上期実績DIは＋８（前期比＋10㌽好転）と、改善傾向がみられた。ただ、

仕入費用DIは＋72（同+20㌽増）と、大幅に増加。
⑵ 　2022年下期、2023年上期は緩やかな回復が予想されているものの、人手不足と仕入費

用の増加傾向も続く見通しで、先行きの不透明感はぬぐえない。
⑶ 　2022年度上期の設備投資実施企業は、全産業で48％。2022年度下期、2023年度上期は

それぞれ46％と減少見通しで、慎重な見方。

新型コロナウイルスの影響（2022年９月時点の売上水準）
　2022年９月時点の売上が2021年と比べて増加した企業は全体で62.0％と、前年からは持
ち直していることがうかがえる。ただ、2019年比で増加した企業は51.0％と、５割を超え
たものの、コロナ前の水準に戻るには、まだ少し時間がかかると思われる。

第99回愛媛県内企業動向調査結果
～2022年度上期実績、2022年度下期見通し、2023年度上期予想～

愛媛銀行　ひめぎん情報センター

【調査要領】
調査対象 愛媛県内に事務所を置く企業　989社

（回答企業数　348社　回答率35.2％）

調査方法 Webによるアンケート調査

調査時期 2022年10月

調査期間

実　績：2022年度上期
　　　（2022年４月～2022年９月）
見通し：2022年度下期
　　　（2022年10月～2023年３月）
予　想：2023年度上期
　　　（2023年４月～2023年９月）

【回答状況】
業　　　種 回答企業数

（社）
構成比
（％）

全　産　業 348 100.0

製造業
製造業 64 18.4
建設業 37 10.6
農林水産業 9 2.6

非製造業

卸売業 38 10.9
小売業 40 11.5
不動産業 15 4.3
運輸・通信業 32 9.2
サービス業 113 32.5

※ 構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必
ずしも100とはならない。

10
13 8

▲15

0 ▲1

▲2
8 6 117

15 12

▲16
▲11

▲3
2

15 15 14

0 5 3 ▲14 ▲11
▲6

▲15
▲6 ▲4

0

▲41 ▲40
▲46

▲32 ▲29 ▲38

▲42
▲48 ▲52

▲48

36
30 30

6 10

37

52

72 75

68

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

18年度上期 18年度下期 19年度上期 19年度下期 20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期
見通し

23年度上期
予想
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原材料価格等の上昇による価格転嫁
⑴ 　価格転嫁を既に実施している企業は、製造業は約６割近く、非製造業は約４割。今後（見

通し・予想）価格転嫁を実施する企業は製造業・非製造業ともにさらに増加する見込み。
⑵ 　価格転嫁を実施している企業は増えているものの、価格転嫁率は30％未満の企業も多

く、十分な価格転嫁が進んでいないことがうかがえる。

愛媛県内景気の見通し
⑴ 　愛媛県内の景気について、半年後・１年後ともに「悪化する」が４割以上を占めている。
⑵　悪化理由については、「原材料・エネルギー価格の高騰」が最多。
　
１．業況判断　～製造業・非製造業ともに改善～

２．売上高　～製造業・非製造業ともに増加～

業況判断　DI推移
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想
全 体 8 ▲ 15 － 0 ▲ 1 ▲ 2 8 6 11
製 造 部 門 4 ▲ 9 － 11 2 1 10 3 6
非製造部門 10 ▲ 19 － ▲ 6 ▲ 3 ▲ 2 6 8 14

DI＝（「好転」、「やや好転」企業の割合）－（「悪化」、「やや悪化」企業の割合）

　全産業の2022年度上期実績DIは＋８と、
前期比10㌽の改善。製造業では「食料品」や
「繊維品」、非製造業では「宿泊業」や「飲食」
に大きな改善がみられた。コロナの感染状況
の落ち着きや人流の回復が影響したと考えら
れる。
　2022年度下期見通しDI＋６（前期比２㌽悪
化）、2023年度上期予想DI+11（同５㌽好転）
についても改善傾向が続くとみられる。
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業況判断DIの推移 好転、やや好転 悪化、やや悪化 DI業況判断DIの推移 好転、やや好転 悪化、やや悪化 DI
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下期

20年度
上期

20年度
下期

21年度
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上期

22年度
下期見通し

23年度
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売上高　DI推移
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想
全 体 12 ▲ 16 － ▲ 11 ▲ 3 2 15 15 14
製 造 部 門 10 ▲ 8 － ▲ 7 ▲ 5 ▲ 1 8 12 8
非製造部門 15 ▲ 22 － ▲ 14 ▲ 3 4 19 16 17

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2022年度上期実績DIは＋15と、
前期比13㌽の増加。製造業では「食料品」、
非製造業では「宿泊業」や「飲食」で大きく
増加。
　2022年度下期見通しDIは＋15（前期比±０
㌽）、2023年度上期予想DIは+14（同１㌽悪化）
と、増加傾向が続く。
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３．収益　～製造業・非製造業ともに好転～
収益判断　DI推移

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 3 ▲ 14 － ▲ 11 ▲ 6 ▲ 15 ▲ 6 ▲ 4 0
製 造 部 門 1 ▲ 8 － ▲ 10 ▲ 10 ▲ 18 ▲ 10 ▲ 15 ▲ 13
非製造部門 2 ▲ 17 － ▲ 11 ▲ 4 ▲ 14 ▲ 4 ▲ 1 6

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2022年度上期実績DIは▲６と、
前期比９㌽の好転。製造業では「食料品」や
「繊維品」、非製造業では「宿泊業」が大き
く好転。
　2022年度下期見通しDIは▲４（前期比２㌽
好転）、2023年度上期予想DIは０（同４㌽好転）
と、好転傾向は続く。
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下期
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21年度
下期
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上期

22年度
下期見通し

23年度
上期予想

４．仕入費用　～製造業・非製造業ともに大幅増加～
仕入費用判断　DI推移

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 30 6 － 10 37 52 72 75 68
製 造 部 門 36 9 － 16 50 63 83 79 70
非製造部門 26 3 － 7 30 46 67 74 67

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2022年度上期実績DIは+72と、前
期比20㌽の大幅増加。製造業では「食料品」
や「繊維品」、非製造業では「宿泊業」「飲食」
で大きく増加。原材料コスト高騰等の影響が
大きいことがうかがえる。
　2022年度下期見通しDIは+75（前期比３㌽
増）、2023年度上期予想DIは+68（同７㌽減）
と増加傾向は続く見通し。－40
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仕入費用DIの推移 増加、やや増加 減少、やや減少 DI
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19年度
下期

20年度
上期

20年度
下期

21年度
上期

21年度
下期

22年度
上期

22年度
下期見通し

23年度
上期予想

５．雇用　～製造業・非製造業ともに人手不足感が続く～
雇用判断　DI推移

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 ▲ 46 ▲ 32 － ▲ 29 ▲ 38 ▲ 42 ▲ 48 ▲ 52 ▲ 48
製 造 部 門 ▲ 51 ▲ 35 － ▲ 33 ▲ 44 ▲ 44 ▲ 55 ▲ 56 ▲ 53
非製造部門 ▲ 41 ▲ 30 － ▲ 28 ▲ 34 ▲ 40 ▲ 45 ▲ 50 ▲ 46

DI＝（「過剰」、「やや過剰」企業の割合）－（「不足」、「やや不足」企業の割合）

　全産業の2022年度上期実績DIは▲48と、前
期比６㌽の悪化。製造業では「食料品」や「金
属製品」、「農林水産業」、非製造業では「宿
泊業」で人手不足感が強くなっている。
　2022年度下期見通しDIは▲52（前期比４
㌽悪化）、2023年度上期予想DIは▲48（同４
㌽好転）と、人手不足は依然続く見通し。
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　⃝人手不足の対応策

６．設備投資

　
　⃝設備投資の主な目的
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■ 実績：全体（n=175）
■ 見通し：全体（n=189）
■ 予想：全体（n=174）
■ 実績：製造業（n=62）
■ 見通し：製造業（n=65）
■ 予想：製造業（n=62）
■ 実績：非製造業（n=113）
■ 見通し：非製造業（n=124）
■ 予想：非製造業（n=112）

労働条件（賃金、
職場環境など）
の改善

　多くの企業が人手不足に直面しているなか、人手不足の対応策として、最も多かったのが、製造業・
非製造業ともに「労働条件（賃金、職場環境など）の改善」。製造業の予想・見通しでは、「多様な人材
の採用」や「業務効率化」を行う予定の企業が多くなっている。多様な価値観を持った人材を採用する
ことは、企業がさらに発展するためにも重要なため、今後もこの傾向は高まってくると思われる。

設備投資の実施状況 （単位：％）
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期
全 体 38 57 53 50 － 45 42 45 48 46 46
製 造 部 門 42 61 55 49 － 45 41 43 54 46 46
非製造部門 35 54 52 50 － 45 42 46 46 45 45

2022年度上期までは実績、2022年度下期は見通し・2023年度上期は予想

　全産業の2022年度上期実績は48％（前期比＋３％）。
　2022年度下期見通し・2023年上期予想は製造業・非製造業ともに依然50％割れとなっており、先行き
については慎重な見方。

　2021年度下期実績、2022年
度上期実績、2022年度下期見
通しすべてにおいて、「現状
維持（維持・補修・更新）」
が最多で、次いで「業務効率
化」。2022年度下期見通しは、
「業務効率化」、「増産対応」
への伸びが比較的高くなる見
通し。
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７．新型コロナウイルスの影響（2022年９月時点の売上水準）

８．原材料価格等の上昇による価格転嫁
　⑴　原材料価格等の上昇による価格転嫁の実施

　
　⑵　原材料価格等上昇分の価格転嫁率

2022年の売上水準 （2021年 9月比）
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　2022年９月時点の売上が、2021年９月比で、増加した企業は62.0％、減少した企業は38.0％と、前年
からは６割近くの企業が回復傾向にある。
　ただ、2019年９月比でみると、増加した企業は全体で51.0％、減少した企業は49.0％と、コロナ前の
水準にまで戻るにはまだ少し時間がかかると思われる。

　価格転嫁を実施している企業は、製
造業は約６割近く、非製造業は約４割。
前回調査時（2022年３月時点）におけ
る価格転嫁の実施率は、製造業約４割、
非製造業約３割と、前回より増加して
いる。
　今後（見通し・予想）実施する企業
はさらに増加し、製造業では７割以上、
非製造業では５割以上を占めている。
　企業努力だけで対応するのは難しい
状況がうかがえる。
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　価格転嫁を実施している企業のう
ち、原材料価格上昇分をすべて（100％）
価格転嫁できている企業は全体でわず
か８％程度。特に製造業では、価格転
嫁率が30％未満の企業が多く、半数を
占めている。
　価格転嫁を実施している企業は増え
ているものの、十分な転嫁を行うこと
ができていない企業も多いことがうか
がえる。

31.3 

33.9 

29.6 

20.6 

22.6 

19.4

8.1

12.9

5.1

16.3

14.5

17.3

15.6

9.7

19.4

8.1

6.5

9.2

全　　体（n=160）

製 造 業（n=62）

非製造業（n=98）

原材料価格上昇分の価格転嫁率
■ 10％未満 ■ 10～30％未満 ■ 30～50％未満
■ 50～80％未満 ■ 80～100％未満 ■ 100％

152023.新春　ひめぎん情報



９．愛媛県内景気の見通し
　⑴　半年後・１年後の愛媛県内景気の見通し

　
　⑵　愛媛県内景気が悪化すると思う理由

まとめ
　2022年度上期の業況判断DI（実績）は、コロナの感染状況の落ち着きや人流の回復等
により改善傾向が見られ、2022年度下期（見通し）、2023年度上期（予想）も改善傾向が
続くとみられている。ただ、人手不足や仕入費用の増加も続く見通しで、先行きの不透明
感はぬぐえない。
　また、価格転嫁を既に実施している企業は、増えているものの、価格転嫁率が30％未満
の企業も多く、十分な転嫁が行えていないことがうかがえる。今後（見通し・予想）価格
転嫁を実施する企業は製造業・非製造業ともにさらに増加する見込みで、今後の動向に注
視していきたい。

　愛媛県内の景気について、全体で「好
転する」が、見通し（半年後）から予
想（１年後）においてわずかながら増
加しつつも、「悪化する」が４割以上
を占めている。
　先行きについては、慎重な見方をし
ている企業が多い。

愛媛県内景気の見通しについて
好転する 横ばい 悪化する (%)

※見通しは調査９月時点を基準に半年後（R5.3）
　予想は１年後（R5.9）について

※好転するは「やや好転する」、悪化は「やや悪化する」含む

見通し：全体（n=346）

予　想：全体（n=345）

見通し：製造業（n=108）

予　想：製造業（n=108）

見通し：非製造業（n=238）

予　想：非製造業（n=237）
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■ 予想：全体（n=150）

■ 見通し：製造業（n=39）

■ 予想：製造業（n=47）

■ 見通し：非製造業（n=102）

■ 予想：非製造業（n=103）
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原材料・エネルギー価格の
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個人消費の低迷
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円安の進展

24.1

16.7

23.1

  8.5

24.5

20.4

新型コロナの感染再拡大

11.3
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10.3

21.3
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12.6

その他

※見通しは調査９月時点を基準に半年後（R5.3）
　予想は１年後（R5.9）について（％）

　今後の愛媛県内景気が悪化する理由として、最も多かったのが「原材料・エネルギー価格の高騰」。
見通しから予想において、「原材料・エネルギー価格の高騰」や「円安の進展」「新型コロナの感染拡大」
は減少している一方、「個人消費の低迷」が増加。特に、非製造業において「個人消費の低迷」を不安
視している企業が多くなっている。賃金の伸び悩みや家計の負担増もあり、個人消費が本格的に回復す
るには、まだ時間がかかりそうだ。
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地域経済循環分析とは
　皆さまは地域経済循環分析をご存じでしょうか。地域経済循環分析とは、「生産」、「分配」、
「支出」の３つの面から地域内の資金の流れを捉えるとともに、地域経済の実態などを可
視化する分析手法です。日本政策投資銀行グループの価値総合研究所が開発したもので、
統計データを用いた定量的な分析が可能です。自治体単位で地域経済の強みや弱み、地域
課題などを把握するのに効果的で、地域の稼ぐ力の分析のほか、地域で生まれた所得が域
内で消費・投資され生産活動に還元されているか、それとも域外に流出して別の地域の生
産につながっているのか等を把握することができます。「工場を誘致したにも関わらず、
地域の住民の所得が上がらない」、「観光地は賑わっているのに、地域の関連企業の業績が
伸びない」などの課題があれば、本手法を用いて地域の資金の流れを見ると参考になるか
もしれません。今回、この地域経済循環分析を用いて松山市等の地域経済を分析してみま
したのでご紹介いたします。

地域経済循環分析のスキーム

所得

？
所得

域外へ流出 域内に流入

所得

生産・販売1

分配（家計・企業）2
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域外へ流出

域外へ流出

4
生
産
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へ
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流

所得の流れ
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分配された所得を用いて、
消費や投資に支出する
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地域において地域企
業・事業所が生産・
販売を行い、所得を
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？
地域内に支出（消費、投資
等）することで生産・販売
へ還流する ？

所得

移輸入
（所得の流出）

移輸出
（所得流入）

域内調達

数値で見る県内経済構造について

愛媛銀行　ひめぎん情報センター

172023.新春　ひめぎん情報



松山市の地域経済循環分析
（１）松山市の地域経済循環の概略
　松山市は、愛媛県の中予地方に位置し、県庁所在地であるとともに、中核市に指定され
ています。また、四国最大の都市でもあり、四国で唯一人口が50万人を超えています。松
山城や道後温泉などの観光資源を有し、俳句や小説など文学の街としても知られています。
　下図は松山市の所得構造を示したものです。地域の稼ぐ力である労働生産性（図中の左
下）は692.7万円/人であり、全国平均の962.3万円/人と比べて低いことがわかります。順
位は1,719市町村中1,207位です。また、一人当たりの所得（図中の右上）は352.6万円であり、
こちらも全国平均の439.6万円と比べて低くなっています。順位は1,719市町村中1,668位で
す。生産・販売面では16,152億円の付加価値を稼ぎ、分配面では18,015億円の所得を得て
います。生産・販売から分配の過程で1,863億円の流入となっており、多くは財政移転に
よるものです。支出面では、買物や観光等で消費が1,499億円流入している一方、域外へ
の投資で668億円の流出、移出入で2,695億円の流出となっています。

【松山市の地域経済循環図（概略）】

支出生産・販売

分配

所得

財政移転 (政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

所得

所得16,152億円

18,015億円

479億円

1,499億円所得

1,432億円

668億円

48億円 ▲

平均生産性692.7万円/人
全国平均962.3万円/人
(1,207位/1,719市町村)

(1,668位/1,719市町村)

経常収支

所得

通勤
GRPの0.3%GRPの3.0%

1人当たり所得352.6万円/人
全国平均439.6万円/人

GRPの8.9%

所得

2,695億円

所得16,152億円

▲

▲

地域住民所得

労働生産性

平均生産性114.3百万円/TJ
全国平均82.4百万円/TJ
(406位/1,719市町村)

エネルギー生産性

▲

▲

GRPの9.3%

GRPの4.1%

GRPの16.7%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑦

⑥⑤

④

③②

①

GRPの4.3%
エネルギー代金

702億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得 所得

所得

地 域 の 特 徴 分 析 内 容

生産・販売
①松山市では、16,152億円の付加価値を稼いでいる。
②労働生産性は692.7万円/人と全国平均よりも低く、全国では1,207位である。
③エネルギー生産性は114.3百万円/TJと全国平均よりも高く、全国では406位である。

◦域内で労働生産性とエネルギー生産性が両立
できているか

◦ネルギー生産性は、エネルギー消費１単位あ
たりの付加価値である

分　配

④松山市の分配は18,015億円であり、①の生産・販売16,152億円よりも大きい。
⑤また、本社等への資金として479億円が流入しており、その規模はGRP※の3.0%を占めている。
⑥さらに、通勤に伴う所得として48億円が流出しており、その規模はGRPの0.3%を占めている。
⑦財政移転は1,432億円が流入しており、その規模はGRPの8.9%を占めている。
⑧その結果、松山市の１人当たり所得は352.6万円/人と全国平均よりも低く、全国で1,668位

である。

◦生産面で稼いだ付加価値が賃金・人件費とし
て分配され、地域住民の所得（夜間人口１人
当たり所得）に繋がっているか否か

◦本社等や域外からの通勤者に所得が流出して
いないか

◦財政移転はどの程度か

支　出
⑨松山市では買物や観光等で消費が1,499億円流入しており、その規模はGRPの9.3%を占めて

いる。
⑩投資は668億円流出しており、その規模はGRPの4.1%を占めている。
⑪移出入では2,695億円の流出となっており、その規模はGRPの16.7%を占めている。

◦地域内で稼いだ所得が地域内の消費や投資に
回っているか否か

◦消費や投資が域内に流入しているか否か
◦移出入で所得を稼いでいるか否か

エネルギー ⑫松山市では、エネルギー代金が域外へ702億円の流出となっており、その規模はGRPの4.3%
を占めている。

◦エネルギー代金の支払いによって、住民の所
得がどれだけ域外に流出しているか

※GRP：域内総生産（Gross Regional Productの略）
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（２）松山市の生産・販売面の分析
　（a）稼ぐ力の分析	
　下図（上段）は労働生産性を示したものです。全産業の労働生産性（住宅賃貸業を含ま
ない）を見ると、全国、県、人口同規模地域のいずれと比較しても低く、稼ぐ力が低いこ
とがわかります。松山市においても人口減少が始まっていますが、今後の労働力不足の克
服のためには、稼ぐ力（一人当たり付加価値額）の向上が重要です。
　下図（下段）は産業別付加価値額の構成比を全国平均と比較したものです。付加価値は
地域住民の所得や地方税収の源泉となることから、付加価値の大きい産業は、地域におい
て中心的な産業と言えます。松山市で付加価値を最も生み出しているのは、保健衛生・社
会事業であり、次いで、専門・科学技術、業務支援サービス業、住宅賃貸業、公務である
とわかります。
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　（b）地域の中で得意な産業・域外から所得を獲得している産業
　下図（上段）は修正特化係数を用いて、全国平均と比べて得意な（集積している）産業
を示したものです。全国と比べて得意としている産業は、上からはん用・生産用・業務用
機械、教育、その他のサービス、金融・保険業、保健衛生・社会事業、宿泊・飲食サービ
ス業と続きます。
　下図（下段）は産業別純移輸出額を用いて、域外から所得を獲得している産業が何かを
示したものです。純移輸出額がプラスとなっている産業は、域外から所得を獲得できる強
みがあります。これによると、上から小売業、公務、教育、金融・保険業、はん用・生産
用・業務用機械、専門・科学技術、業務支援サービス業と続いています。
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　（c）地域の核となる産業
　下図は地域の核となる（域内での取引が多い）産業を示したものです。図中の第Ⅰ象限
に位置する産業は、他産業へ与える影響力が強く、同時に他産業から受ける感応度も大き
い産業で、地域の核となっている産業と言えます。ここでは、化学、非鉄金属、情報通信
業、金融・保険業、その他の不動産業、専門・科学技術、業務支援サービス業が当てはま
ります。

　（d）地域の産業間の取引構造
　下図は地域の産業間の取引構造を示したものです。地域の産業間取引額について、取引
構造を図化することで、どの産業間の取引額が多いかを把握できます。これによると、専
門・科学技術、業務支援サービス業など第三次産業とのラインが多く、取引が多いことが
わかります。したがって、松山市は第三次産業を中心とした経済であると言えます。また、
保健衛生・社会事業や宿泊・飲食サービス業は、純移出額がプラスであり、稼いでいる産
業であるとわかります。一方で、これらの産業の川上を辿ると、調達先の産業では、純移
出額がマイナスとなっていることから、取引先の企業が域外にあり、保健衛生・社会事業
や宿泊・飲食サービス業からの発注額が域外に流出している可能性が読み取れます。
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　（e）地域の所得を支えている産業
　下図を用いて、地域の雇用者所得を支えている産業を見てみます。下図（上段）は、産
業別生産額の構成比を全国平均と比較したもので、規模の大きい産業が何であるかを把握
することができます。下図（下段）は、地域の雇用者所得の産業別構成比を全国と比較し
たもので、住民の生活を支えている産業が何であるかを把握することができます。下図（上
段）を見ると、生産額が最も大きい産業は保健衛生・社会事業であり、次いで専門・科学
技術、業務支援サービス業、建設業、住宅賃貸業と続き、これらの産業で全体の３割を超
えます。次に、下図（下段）を見ると、住民の生活を支える雇用者所得への寄与が大きい
産業は、保健衛生・社会事業、専門・科学技術、業務支援サービス業、小売業、教育、公
務となっています。これらの産業で全体の約半分を占めます。住宅賃貸業は生産額のシェ
アに対し、雇用者所得のシェアが低いことから、地域での稼ぎが域外の本社等へ流れ、所
得の流出となっている可能性が読み取れます。
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（２）松山市の分配面の分析
　（a）住民１人当たりの所得の水準
　地域経済においては、稼ぐ力をつけるだけでなく、稼いだ所得が域内で循環し、最終的
に地域住民の所得として行き渡ることが重要です。下図は夜間人口（住民）１人当たりの
所得の比較を示したものです。これによると、松山市の夜間人口１人当たりの所得は、全
国、県、人口同規模地域と比較して低い水準にあることがわかります。なお、その他所得
とは財産所得、企業所得、財政移転の合計を指します。

　（b）所得の流出入の状況	
　下図は、生産・販売で得た所得が松山市内の企業の所得になっているかを示したもので
す。下図（左）によると、地域住民が得る雇用者所得の方が、地域内で企業が生産・販売
で得た雇用者所得よりも48億円程度少なくなっています。これは、地域外へ雇用者所得が
48億円程度流出している（その分、労働力が域内に流入している）ことを示しています。
ただ、その規模は松山市総生産の0.3％程度であることから、ほとんど流出していないと
捉えていいでしょう。また、下図（右）によると、その他所得は、1,911億円程度の流入
です。これは、松山市総生産の12％程度を占めます。

② 夜間人口１人当たりその他所得 ③ 夜間人口１人当たり所得
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　（c）従業者と就業者の所得の比較
　下図（左）は従業地ベースの１人当たりの雇用者所得の比較で、松山市で働いている人
の雇用者所得がわかります。下図（右）は居住地ベースの１人当たりの雇用者所得の比較
で、松山市に住んでいる人の雇用者所得がわかります。これによると、どちらの雇用者所
得も、全国、県、人口同規模地域と比較して低い水準にあります。また、従業地ベースの
雇用者所得が395万円、居住地ベースの雇用者所得が394万円であり、同水準とわかります。

（３）松山市の支出面の分析
　（a）域内の消費の状況
　地域住民の所得が域内で消費されるほど、それだけ生産・販売に還流されます。下図（左）
は地域内消費額と地域住民消費額を比較して、消費の流出・流入状況を示したものです。
下図（右）は、消費の流出率を県や人口同規模地域と比較して、どの程度の流出水準であ
るか示したものです。これによると、地域内で消費される額が、地域住民が消費する額よ
りも1,499億円程度多く、消費が流入しています。消費の流入には、買物等の日常消費の
ほか、観光等の非日常消費が考えられます。また、流入率は13.9％であり、これは県や人
口同規模地域と比較して高い水準であると言えます。

① 従業者１人当たり雇用者所得（従業地ベース） ② 就業者１人当たり雇用者所得（居住地ベース）

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

松　山　市

全　　　国

愛　媛　県

同規模地域
50万人以上
～100万人未満
※地方圏の平均

⎛
⎝

⎞
⎠

従業者１人当たり雇用者所得（百万円/人）

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

松　山　市

全　　　国

愛　媛　県

同規模地域
50万人以上
～100万人未満
※地方圏の平均

⎛
⎝

⎞
⎠

従業者１人当たり雇用者所得（百万円/人）

注）ここでの雇用者所得は、地域内（域外からの通勤者を含む）の雇用者所得である。 注）ここでの雇用者所得は、地域住民（域外への通勤者を含む）の雇用者所得である。

3.94

5.22

4.13

4.67

3.95

5.22

4.12

4.70

① 消費の流入・流出 ② 消費の流出率

同規模地域愛媛県松山市
50万人以上
～100万人未満
※地方圏の平均

⎛
⎝

⎞
⎠

－16.0

－14.0

－12.0

－10.0

－8.0

－6.0

－4.0

－2.0

0.0

消
費
の
流
出
率

10,772.4 

9,273.3 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

地域内消費額 地域住民消費額

消
　費
　額

流入

流入

流入

－13.9

－8.1

－1.5

地域外から
約1,499億円の流入

（億円） （％）

注）地域内消費額は、地域内の民間消費（誰が消費したかは問わない）を表す。
　　地域住民消費額は、地域住民の民間消費（どこで消費したかは問わない）を表す。

注）消費の流出率（％）＝（地域住民消費額－地域内消費額）／地域内消費額×100
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　（b）域内の投資の状況	
　工場や事務所への設備投資など、地域住民の所得が域内での投資に回るほど、それだけ
生産・販売に還流されます。下図（左）は、地域の企業への投資額（地域内投資額）と地
域内の企業・住民が投資した額（地域企業等投資額）を比較し、投資が地域から流出して
いるかどうか示したものです。下図（右）は、投資の流出率を県や人口同規模地域と比較
して、どの程度の流出水準であるか示したものです。これによると、地域内で投資される
額が、地域住民・企業が投資する額よりも668億円程度少なく、投資が流出しています。
また、投資の流出率は17.3％であり、これは県や人口同規模地域と比較して高い水準にあ
ることがわかります。これに加えて、松山市の支出面では経常収支が2,695億円流出して
おり、その規模は松山市総生産の16.7％を占めます（P.18参照）。所得が域外に流出するこ
とで、域内の企業の生産拡大に貢献できていないおそれが考えられます。

【参考】他地域との比較
　誌面の都合上、全ての分析結果をお示しすることはできませんが、比較対象として他地
域の地域経済循環（概略）をご紹介します。次頁の図は新居浜市の地域経済循環図（概略）
と四国中央市の地域経済循環図（概略）です。新居浜市は、労働生産性が1,011.2万円/人（全
国259位）と高いものの、本社等への資金の流出が多いため、一人当たりの所得は413.5万
円（全国1,218位）となっています。支出の面では、買物や観光等で消費が153億円流出し
ているものの、投資で267億円、移出入で759億円流入しており、トータル873億円のプラ
スとなっています。四国中央市では、4,082億円の付加価値を稼ぎ、4,007億円を地域で分
配しています。本社等への流出はありますが、流出額は域内総生産の8.7％程度と新居浜
市と比べると流出が少ないことが読み取れます。

① 地域内への投資需要と投資額 ② 投資の流出率
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注）投資額＝総固定資本形成（民間）＋在庫純増（民間）
　　地域内投資額は、地域内の投資額（誰が投資したかは問わない）を表す。
　　地域企業等投資額は、地域内の企業・住民の投資額（どこに投資したかは問わない）を表す。
　　投資額は年次による額の変動が大きい点に留意する必要がある。 

注）投資の流出率（％）
　　＝（地域企業等投資額－地域内投資額）/地域内投資額×100
　　流出率のマイナスは流入を意味する。

252023.新春　ひめぎん情報



※各種数値は2018年時点のものです。
　 　分析ツールは、内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部）のRESAS上、または、環境省にて提供されています。

今回の分析にあたり、環境省が提供するツールを使用し、分析の視点として書籍『地域経済循環分析の手法と
実践 生産・分配・支出の三面から導く、新しい地域経済政策』を参照いたしました。

【新居浜市の地域経済循環図（概略）】
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【四国中央市の地域経済循環図（概略）】
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愛媛銀行　ひめぎん情報センター
主任　村上　陽一

最低賃金引き上げの影響と
今後の動向について

愛媛県の最低賃金が853円に改定
　2022年10月、全国で最低賃金の改定が行われました。今年度は全国加重平均で31円の上
昇と、過去最大の引き上げとなりました。愛媛県の最低賃金も過去最大の32円引き上げら
れ、853円となっています。最低賃金は近年、上昇の傾向にあります。特に2016年、政府
が「年率３％程度を目途として引き上げていく」との方針を示してからは、新型コロナウ
イルス感染症の世界的大流行が始まった2020年度を除き、大幅な引き上げが見られます。
コロナ禍の影響が続く中での最低賃金の引き上げが焦点となっていますが、最低賃金引き
上げの影響について考えてみたいと思います。
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【全国の最低賃金と引き上げ率の推移】（出所：厚生労働省公表データをもとにひめぎん情報センターにて作成）
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【全国の最低賃金】（出所：厚生労働省公表データをもとにひめぎん情報センターにて作成）
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最低賃金とは
　最低賃金とは、使用者が労働者に支払わなければならない、賃金の最低額を定めたもの
です。雇用形態に関係なく、すべての労働者に適用されます。賃金の最低額を法的に保障
することで、労働条件の改善を図ります。労働者の安定した生活、優良な労働力の確保、
事業者間の公正な競争の確保に役立てるとともに、ひいては経済を発展させることが目的
です。
　最低賃金は、国の審議会から示される引き上げ額の目安をもとに、都道府県の審議会が
地域の実情を踏まえ審議し、諸手続きを経た後、都道府県ごと・産業別に決定されます。
審議においては、各種統計資料や情勢などが参考にされており、今回の引き上げでは物価
高の高騰が考慮されたものと考えられます。

最低賃金引き上げの影響
　最低賃金引き上げのメリットとして、地域間や正規・非正規雇用間の所得格差の是正な
どの効果が挙げられます。その他にも、消費の喚起とそれに伴う経済の活性化の効果が考
えられます。賃金の底上げから購買力が上昇することで、その分消費が拡大するというも
のです。
　一方で、デメリットとして、経済情勢を反映しない最低賃金の急激な引き上げは、雇用
を悪化させかねないとも言われています。賃金の底上げによる人件費の高騰から、その負
担増に対応できない企業が、新規雇用の抑制や雇い止めなどの対応を行う可能性があるか
らです。例えば韓国では、文在寅前政権時の５年間で＋41.6％と最低賃金の急激な引き上
げが行われましたが、その弊害として人材採用においてマイナスの影響を及ぼしたのでは
ないかと言われています。韓国では、かねてから雇用問題が取り上げられています。
　実際に、個別企業が新規雇用の抑制や雇い止めなどの対応を行うかどうかは定かではあ
りませんが、最低賃金の引き上げについては企業側から厳しい声も聞かれています。日本
商工会議所ならびに東京商工会議所が2022年４月に公表したアンケート調査結果※１によ
ると、最低賃金が「負担になっている」と回答した中小企業の割合は65.4％に上りました。
また、2022年度に「賃上げを実施予定」と回答した企業の割合は45.8％でしたが、そのう
ちの約７割（69.4％）が「業績の改善がみられないが賃上げを実施（防衛的な賃上げ）予定」
と回答しています。日本は現在、スタグフレーション（経済が停滞しているにも関わらず
物価が上昇している現象）にあるとする見方もありますが、海外の事例やアンケート調査
結果などを考慮すると、最低賃金が引き上げられても手放しには喜べない状況なのかもし
れません。

最低賃金に関する調査研究
　厚生労働省の「最低賃金に関する調査研究等事業（2021年）」において、日本の最低賃
金が賃金や雇用等に与える影響について分析・検証が行われていますので、その一部をご
紹介します。
　最低賃金引き上げによる賃金への影響については、直接的な賃上げ効果が高まっている
ことをはじめ、最低賃金引き上げが賃金分布の格差縮小や賃金上昇に影響していること、
短時間労働者の賃金分布のピークが最低賃金額に張り付いてきたこと、最低賃金の引き上

※１． 「最低賃金引上げの影響および中小企業の賃上げに関する調査」（調査対象：中小企業6,007社、回答企業数：3,222社、回答率：53.6％）
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げが低賃金層における賃金の比較的高い伸びに影響している、としています。また、先行
研究では、最低賃金引き上げにより最低賃金よりも高い水準の賃金も上昇させる「波及効
果」や「賃金分布の圧縮」が示されていますが、これらとも整合的（考えや意見などが矛
盾しない状態）であったとしています。さらに、最低賃金引き上げの影響を受けやすい最
低賃金近傍で働く労働者についてみると、産業別では「宿泊業、飲食サービス業」「卸売業、
小売業」「生活関連サービス業、娯楽業」などで全産業平均よりも割合が高く、これは先
行研究と同様であるとしています。最低賃金引き上げの影響を受けやすい業種であると考
えられます。
　最低賃金引き上げと雇用との関係については、明確な関係は確認できず、両者の関係は
明らかにならなかったとあります。先行研究については、国内では最低賃金の引き上げが
若年層、女性、教育水準の低い労働者の雇用を減らすと指摘するものが多い一方で、それ
とは異なるものもあり、本調査でも定まった結論は得られなかったとしています。因果関
係を明らかにするには、より多くのデータの蓄積が必要なのかもしれません。

今後の動向について
　政府がまとめる「経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太方針2022）」には、「できる
限り早期に最低賃金の全国加重平均が1,000円以上になることを目指し、引上げに取り組
む。」と明記されていることから、来年も引き続き最低賃金の引き上げが予想されます。
今のペースのまま進むと、2024年度には時給1,000円に到達することが見込まれます。
　一方、無理のない引き上げをしていくためには、その原資の獲得、つまり企業の業績アッ
プが不可欠です。政府もその手段として生産性の向上に着目しており、企業の生産性向上
に向けた支援策を各種展開しています。最低賃金が引き上げられる流れにあるのならば、
企業としても前もってその対策を講じておきたいところです。引き上げの可能性が高いか
らこそ経営全体の課題として捉え、業務効率化や働き方の見直しなどを実施して生産性の
向上を実現し、もって、労働時間の削減や賃金の引き上げなどにつなげていただければと
思います。

【産業別の最賃近傍雇用者割合】（出所：株式会社三菱総合研究所「最低賃金に関する報告書」）
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